
  

安佐南工場建替事業に係る環境影響評価実施計画書について 

 

当審査会は、平成１７年８月３０日に市長から安佐南工場建替事業に係る環境影響

評価実施計画書について諮問を受け、これまで、現地調査及び２回の審査を行った。

この事業は、ごみ焼却施設（清掃工場）である安佐南工場の老朽化による更新に伴い、

ダイオキシン類の発生の抑制、ごみ発電など余熱の積極的利用が図られるよう、同時

期に耐用年数を迎える安佐北工場及び佐伯工場の機能を集約して建替えようとする

ものである。 

また、事業の実施計画地の周辺は、多くの自然が残されている一方で、西風新都の

開発事業が進められており、住宅地の造成等による市街化が急速に進んでいる。 

このような事業特性及び地域特性を踏まえ、この事業に係る環境影響評価を適切に

実施し、その結果を環境保全措置等に適正に反映させるため、下記のとおり審査結果

に基づく意見を述べる。 

 

１ 基本的事項 

(1) 情報公開と住民参加 

 ア 環境影響評価の実施に当たっては、住民の合意のもとに着手し、着手後にお

いても、住民の疑問、意見には誠意をもって対応すること。 

 イ 環境影響評価をはじめとした事業に係るあらゆる情報を公開すること。 

 ウ 住民の意見に配慮した柔軟な対応を行うため、住民と事業者に加え、学識経

験者等の第三者を主たる構成メンバーとする協議会等の設置を提案する。 

(2) 上位計画との整合性 

事業計画については、広島市の環境の保全及び創造に関する総合的な計画であ

る「広島市環境基本計画」等の広島市の施策に係る上位計画との整合を図ること。 

 

２ 環境影響評価 

(1) 共通的事項 

  ア これまでの焼却処理の実績と将来の広島市全体の焼却見込み量及び施設整

備計画を示すことなどにより、今回整備しようとする安佐南工場の規模を 

４００ｔ／日に設定した根拠について、市民に分かりやすい表現を用いて明ら

かにすること。 

また、ごみ搬入車両台数の設定根拠も明らかにすること。 



  

   

イ 現工場の解体工事については、厚生労働省通達（平成 13年 4月 25日付け基

発第 401 号の 2）に基づき実施することとしているが、ダイオキシン類の飛散

等が懸念されることから、工事の方法についてイラストを用いるなど具体的な

作業内容がイメージできる手法により分かりやすく説明すること。 

  ウ 造成の規模、建設機械や資材運搬車両の種類、台数等造成工事の内容につい

て明らかにすること。 

エ 施設の内容については、処理の基本的な流れが示され、個々の設備について

は環境影響評価実施後に決定することとしているが、想定している排ガス処理

装置の諸元や既存の類似施設の状況を示すことなどにより、煙突排出ガス条件

の設定の根拠を明らかにすること。 

  オ 説明は、市民に分かりやすい用語、表現を用いることとし、やむを得ず専門

用語を用いる場合には、用語の解説を添付すること。 

  カ 調査、予測、評価については、その方法、地点の設定根拠等を明らかにする

こと。 

 

(2) 個別的事項 

  ア 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持 

   (ｱ) 事業実施予定区域周辺は複雑な地形をしていることから、調査、予測、評

価に当たっては、現地の自然条件を十分考慮した上で行うこと。 

特に、ダイオキシン類等の大気汚染物質の飛散に起因する土壌汚染及び大

気環境に関する調査、予測、評価に当たっては、局地気象についての十分な

配慮を行うこと。 

予測方法は、現行の施設の排出源データ、周辺環境データ等により再現性

を検証した上で選択し、選択した予測方法の信頼性、妥当性を明らかにする

こと。 

   (ｲ) 評価に当たっては、予測値を法令に基づく基準値等に対比して論ずるだけ

でなく、地域特性、生活様式等も考慮に入れて、住民の視点に立った検討を

行うこと。 

   (ｳ) 現行の安佐南工場の運営に当たって測定した、排出ガス及び周辺環境等に

ついてのダイオキシン類その他のデータをすべて明らかにすること。 

 



  

 

イ 生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全 

(ｱ) 現況調査においては、既存資料によるだけでなく、現地における聞き取り

や踏査等を併せて行うことにより、貴重生物等の現況把握を十分に行うこと。 

(ｲ) 土地の改変による生息、生育地の消滅等に伴う直接的影響だけでなく、事

業実施予定区域周辺における生息、生育環境の変化について、ごみ搬入車両

の影響も含めて予測、評価を行うこと。 

(ｳ) 単一の種の消長だけでなく、生態系への影響についても予測、評価を行う

こと。 

 

３ 環境保全措置等 

(1) 環境保全措置の検討に当たっては、次に掲げる事柄に留意すること。 

ア 本事業は、「ひろしま西風新都建設実施計画」の一環として実施される事業

であることから、同実施計画の基本理念との整合を図ること。 

イ 環境影響評価実施計画書に対して提出された意見を尊重すること。 

ウ 事業計画の基本的諸元については、見直しを含む幅広い視点で複数案を比較

することにより、実行可能な最善の技術を導入するよう検討を行い、その検討

経過を明らかにすること。 

(2) 事業着手後の環境への影響を十分把握できるよう事後調査の内容を検討する

こと。 


